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日本における学校ガバナンスの意義と課題
―保護者・地域の学校参加の視点から―
星　野　千恵子
Ⅰ．日本における教育行政に求められるもの
昨今、地域や家庭の教育力の低下・衰退に伴い
学校教育には多様な教育活動の展開が期待されて
いる。例えば、近年のライフスタイルの変化に伴
う家庭における食生活の変化が児童生徒の健康問
題へ影響を及ぼすと考えられ、学校における食
育 1 が重要視されるようになった。そこで、多く
の学校が食に関する知識について様々な体験活動
を通して教授する必要性が生じたことから、栄養
士や調理師、農作物の生産者といった学校外部の
多様な人材を講師として招くようになった。この
ように、いまや学校教育は外部組織との連携なし
では成り立たなくなっているといえよう。小松
（2013）は、30 年前の学校教育と比べると個別学
校の教育活動の種類と量が拡大し管下のすべての
学校運営の統制と責任を教育委員会だけに、また
個別学校の経営責任者である校長にだけ委ねるこ
とは、両者に能力の限界を超えた職務遂行を強要
することになると述べる。一方、教育力の低下・
衰退した地域や家庭の教育力を学校、行政との連
携によって復活させる必要もあると考えられる。
表 1 は、現代の学校教育が児童生徒の成長に寄
与すべき教育活動の在り方とそこに関わるアクター
の連携形態の変容を表したものである。ここで、「従
来型」は 1988 年の中央教育審議会答申 ｢今後の
地方教育行政の在り方について｣ が ｢学校の自主性・
自律性｣ を確立するための施策の一つとして地域住
民の学校運営への参画を提言する以前の学校教育
活動、「現代型」はその後、学校評議員制度、学
校運営協議会の設立を経て地域住民、保護者の学
校参加が公的に認められるようになった学校教育活
動と定義づける。小松（2013）は学校教育活動の
基本的な 5 つの領域「教科指導」「生徒指導」「道
徳」「特別活動」「総合学習」が「教師学校による
指導」によって成り立っていたのは家庭、地域が確
固とした教育力を有していた状況下で成立した学校
教育であると論じる。しかしこれらの教育力が低下
し衰退するのと同時進行で学校教育は多くの教育
機能を期待され、現代は表 1 のような形態を取るこ
とで教育活動を展開する必要に迫られている。従
来型の教育活動における指導は主に教師に委ねら
れ、必要に応じて警察などの公的アクターが関わっ
ていたが、現代型においては公的アクターだけでな
く、様 な々民間アクターや保護者が関わるようになっ
ている。特に、従来型において保護者は個々の児
童生徒の養育者という意味合いが強く、「学校との
連携」の在り方は学校からの指導を受ける単なる
ステークホルダーとして位置づけられていたと言える
が、現代型においては、学校運営上のアクタ とーして、
児童生徒の養育者としてだけでなく場合によっては
PTA、地域住民の一員として位置づけられ、積極
的な学校参加が求められるようになったといえよう。
つまり、小松（2013）が論じるように国や自治
体が政治的正統性を根拠として教育問題に関する
政策形成や意思決定を独占するのではなく、政府
部門はむろんのこと、企業、NPO、NGO、住民
など多様なステークホルダーが有機的で開放的な
ネットワークを形成し活動するなかで、教育をめ
ぐる問題解決の方向性を目指すネットワーク型の
教育ガバナンスが求められているといえる。
西尾（1993）は現代において行政サービスは公
共サービスの一部を構成するにすぎず、公共サー
ビスの生産・供給主体は多元化し、｢government
から governance へ｣ 変化を遂げ、行政機関によ
る政策実施の機能は、公共サービスを行政サービ
スとして生産・供給することそれ自体ではかなら
ずしもなく、政策目的の的確な実現をめざして公
共サービス・ネットワークを形成しこれを適切に
維持管理することに変わってきていると述べる。
また辻中・伊藤（2010）は市民社会組織がどの程
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度政策過程に参加し、影響力を行使できているの
かが注目され、新しい市民社会の担い手として期
待される NPO・市民団体による関与の度合いを
知ることはガバナンスの現況を捉える上で重要で
あり、各主体は単に政策課程に関与していればよ
いというわけではなく、ガバナンス論の観点から
見れば、主体がステークホルダーであるとともに
エージェントでもあるといえるかが重要となると
述べる。
この ｢government から governance へ｣ という
変化は、我が国における公教育を担う教育行政に
もあてはまるのではないだろうか。
そこで、本稿では、日本の教育行政においてガ
バナンスを導入することが各アクターにとってど
のような意義と課題をもたらすのか、また、保護
者・地域住民を新たに学校運営上のアクターとし
て位置づける学校ガバナンスの意義と課題につい
て考察する。
Ⅱ . 教育ガバナンスと学校ガバナンスの位置づけ
先述のように現代型の学校教育活動の指導形態
にはさまざまなアクターが関わっている。
小松（2013）は、学校教育の機能の変容や拡大
に伴って機能変容を強いられている学校教育の統
制と責任を委ねる望ましい組織や構造を、政府部
門だけでなく企業、NPO、NGO、住民など多様
なステークホルダーが有機的で開放的なネット
ワークを形成し活動するなかで教育をめぐる問題
解決の方向性を目指すネットワーク型の教育ガバ
ナンスに求められると論じている。その具体的な
構造を以下のように説明する。公教育を担う主体
が行政機関のみから、その他の多元的な参加者を
含むようになり、教育権限を含めた相互の関係は
垂直的関係から水平的関係に代わり、政府間関係
や行政機関と学校との関係は命令服従の集権的強
制から自主性や自発性を重んじた自治を原則と
し、規則ではなく協働を基本とした関係に変える
ことが肝要である。つまり、公的アクターによる
集権的・独占的な学校運営から、公的アクターに
基本的な統制権や責任を付与しつつも、NPO や
企業や地域団体など公的アクタ―以外の多様なア
クターがネットワークとしてつながりを持って教
育政策の形成と決定に関与し責任を分有すること
が教育ガバナンスだと定義される。
小島（2007a）はその教育ガバナンスの中でも
個々の学校経営レベルにおける統治権者の問題を
扱う概念が学校ガバナンスと定義されると述べ、
小川・勝野（2012）は、学校ガバナンスは保護者、
地域社会、NPO 等との共同によって学校経営と
学校教育活動が行われるシステムだと述べる。図
1 は教育ガバナンスと学校ガバナンスにおける各
アクターの位置づけ、アクター間の関係性と連携
の在り方を示している。「行政アクター」は従来、
表 1　学校教育活動に関わるアクター
学校教育活動 従 来 型 現 代 型
教 科 指 導
・教員による指導が中心 ・学校支援ボランティア 2 など公的アクターおよび塾、予備校講師
等外部人材の授業支援、企業の IT 活用授業支援など民間アクター
との連携
生 徒 指 導
・教員による指導が中心
・警察、児童相談所など公
的アクターとの連携
・保護者との連携
・教員による指導
・警察、児童相談所、SC、SSW など公的アクター、放課後児童クラブ、
地域住民（保護者含む）など民間アクターとの連携
・保護者、PTA との連携
道 徳
・教員による指導が中心 ・教員による指導
・学校支援ボランティアなど公的アクターおよび外部人材、地域
住民（保護者含む）、など民間アクターとの連携
・保護者、PTA との連携
特 別 活 動
（ 部 活 動 ）
・教員による指導が中心 ・学校支援ボランティアなど公的アクターおよび外部指導者、地
域住民（保護者含む）、NPO、NGO など民間アクターとの連携
総 合 学 習
・教員による指導が中心 ・学校支援ボランティアなど公的アクターおよび外部指導者、地
域住民（保護者含む）、NPO、NGO など民間アクターとの連携
出典）　小松茂久編（2013）『教育行政学：教育ガバナンスの未来図』, 昭和堂 ,pp.11-15 を参考に筆者が作成
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教育委員会、国、中央官庁、自治体、児童相談所、
警察といった組織が「government」として機能し
てきたが、それらの組織の対処能力を超えた社
会環境への変遷を経て「SC（School Counselor）」
「SSW（School Social Worker）」の配置をはじめと
した学校支援、連携による課題解決を旨とした
「governance」の機能へと方向転換された。なお、
文部科学省は「SC」について教師や保護者への
コンサルテーションおよびコーディネーション、
子どもへのカウンセリング等を行い、「聴く仕事」
「待つ仕事」等と言われるのに対し「SSW」は問
題を抱える児童生徒が置かれた環境への働きか
け、関係機関等とのネットワークの構築・連携・
調整、学校内におけるチーム体制の指導・支援、
保護者・教職員への支援・相談・情報提供等を行
い、「つなぐ仕事」「出かける仕事」等と表現され
る場合もあるとしている。そして先述したとおり、
保護者は従来の「児童生徒の養育者」としての
「保護者アクター」のほか、「地域住民」としての
「地域アクター」、「PTA」「学校支援ボランティア」
の一員としての「学校アクター」という位置づけ
にも属することになる。「学校支援ボランティア」
もまた、「学校アクター」のほか、「保護者アクター」
「地域アクター」に属している。そして、地域ア
クターには時には学校アクターとして、あるいは
保護者アクターとしての位置づけも担う「地域住
民」の他、学校運営に従来ほとんど関わる事のな
かった「企業」「NPO」「NGO」といった様々な
組織が属している。つまり現代は、従来学校教育
に関わることが予想もされなかったような多様な
アクターが児童生徒の教育活動に関わっていると
いえる。そして、このようなガバナンスの元では、
保護者アクターのように「地域住民」「学校支援
ボランティア」「児童生徒の養育者」「PTA」といっ
た複数の役割を担うアクターが学校運営に多面的
に関わる可能性が見いだせる。
図 1　教育ガバナンスと学校ガバナンスの領域と各アクターの位置づけ
出典） 小松茂久編（2013）『教育行政学：教育ガバナンスの未来図』, 昭和堂 ,pp.11-15 を
参考に筆者が作成
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Ⅲ . 保護者・地域が参加することによるガバナン
スの意義
これまでの教育行政における「government」か
ら「governance」への方向転換の上で、最も課題
とされるのは「保護者アクター」の学校運営への
参加をどのようにしていくかということではない
だろうか。従来、単なるステークホルダーに属し
ていた保護者がこれまでの児童生徒の一養育者と
いう私人としての性質を保持しながらアクターと
して位置づけられ学校運営に参加するという新た
な試みが着手されるにあたり、学校、行政アクター
が保護者の学校参加の意義を捉え直す姿勢が求め
られているといえる。では、保護者アクターを学
校ガバナンスに取り込んでいく意義とはどのよう
なものであろうか。
小川 ･ 勝野（2012）は、保護者、地域社会、
NPO 等との共同によって学校経営と学校教育活
動が行われることを学校のソーシャル・ガバナン
スと呼び、子ども・保護者・地域住民の学校参加
を個人と制度の軋轢を調整するための新たなメタ
制度の試みとして捉え親や子どもの要求や希望
が、対立や批判という形を通してではなく、意見
の表明や意思決定への参加という形をとること
で、より穏やかに学校の日常に反映しやすくなる
ことに一定の肯定的な評価を与えていると示唆す
る。
また、淵上（2005）は、いじめ、不登校、学級
崩壊など教育的諸問題に対応するために担任教師
個々人だけでは十分に対応できず、教職員や SC
などのチーム援助が必要となり、TT や総合学習、
選択制、合同授業が進められる中で他教師とのコ
ミュニケーション、連携といった協働関係を構築
する能力が必要とされていると論じる。そして
SC 配置、地域講師、保護者、学生ボランティア
等協力的外部者の参入、学校評議員制度、地域住
民との交流など学校が外部者と連携、調節する能
力が不可欠となってきているという。
そして、若月（2008）は、学校の経営方針をで
きるだけ分かりやすく知らせ普段の教育活動を公
開し、学力定着度調査や外部評価の結果を公開し
ていくことが学校に対する理解を深めることにつ
ながると論じる。教育活動の公開により、保護者
も一緒に参加して楽しみ、子ども達の成長を一緒
に見取ってもらうことが学校や教員に対する理解
につながるという。しかし一方で、岩永（2008）
が論じるように、現時点で、保護者が学校ガバナ
ンスの ｢主体｣ であるというには脆弱すぎ、また、
専門職としての教員の教育権限との関係を考える
と、どこまで関与領域を広げることが保護者の ｢
主体｣ 性を担保したことになるのかという難解な
問題が残る。専門職としての教員集団や教育行政
に学校教育を任せている以上、保護者の関与領域
は各アクターの葛藤、成熟、合意の中で徐々に拡
大していくものと考えられるといえる。
岩永（2000）は学校経営における父母・住民参
加の類型モデル毎の特徴を示した（表 2）。今日
星　野　千恵子
表 2　学校経営における父母・住民参加の類型モデル毎の特徴
閉鎖モデル 共同決定モデル 合意モデル
主体
参加の主体
父母・住民の参加意識
参加への教職員の意識
部分的・個別的
消極的・義務的
ノイズ認識
代表制
権利行使的
他律性認識
集合的
積極的・形成的
有効性認識
制度
参加の目的
依拠する原理
参加の対象
参加の局面（GPDS）
具体的携帯
一方向的支援
教師の専門性
限定的
D の一局面
PTA
意思決定
参加の正当性
全面的
GPDS ※の全局面
学校評議会
協働
参加の有効性
開放的
合意された局面
多様な合意集団
状況
学校の裁量性
意思決定の方式
学校と父母住民の関係
要求の処理手順
情報開示の特徴
限定的
トップダウン
相互依存的
インフォーマル
表層的情報開示
全面的
ボトムアップ
相互緊張的
制度化されたルート
全面的情報開示
拡大的
ボトムアップ
相互協力的
合意されたルート
情報共有
※ GPDS・・・G（目標設定）P（計画）D（実践）S（評価）
出典）　岩永（2000））｢父母・住民の経営参加と学校の自律性｣ 日本教育経営学会編『自律的学校経営と教育経営』, 玉川
大学出版 ,p.254  表 3
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における学校経営への父母・住民参加の理論的・
実践的課題は ｢合意モデル｣ で示した 3 つの局面
の各要素を各学校で実現していくことであり、か
つその実現のための条件の有無や阻害要因の特定
とその解消方法を確認し、現実化していくことに
あるという。
このように、保護者、地域を取り込んだ学校運
営＝学校ガバナンスによって、保護者・地域と行
政・学校との相互理解が進むというところに最も
意義が見いだされるといえるだろう。アクター間
の相互理解こそが、学校運営を円滑にし、児童生
徒の教育活動、成長過程に大きく寄与するものと
なるだろう。
この学校ガバナンスの理念が制度化されたもの
として、学校評議員制度、コミュニティ・スクー
ルが挙げられる。以下ではその概要を整理するこ
とによって、学校ガバナンスの意義と課題をさら
に具体的に捉えていく。
Ⅳ .学校評議員制度からコミュニティ・スクールへ
保護者や地域住民による学校経営への参画を制
度化したものとして、学校評議員と地域運営学校
が挙げられる。小川・勝野（2012）によれば、学
校評議員制度は、1988 年の中央教育審議会答申
｢今後の地方教育行政の在り方について｣ が ｢学
校の自主性・自律性｣ を確立するための施策の一
つとして地域住民の学校運営への参画を提言した
ことに端を発し、学校教育方施行規則が改正され
2000 年に学校評議員制度が導入された。しかし、
現在、公立学校の 85％に設置されているが日本
の学校評議員制度は欧米の学校協議会のように合
議制を取っておらず、また校長の諮問機関にすぎ
ないため住民及び保護者の学校運営参加権を保障
するものとはいえないと指摘する。
一方、学校評議員制度が制度上校長から意見を
求められるに過ぎないのに対し、学校運営協議
会が設置された地域運営学校すなわちコミュニ
ティ・スクールは保護者や地域住民が公式的な権
限と責任を持って学校運営に参画することを可能
とする制度である。2004 年 6 月の地方教育行政
の組織及び運営に関する法律の一部改正（47 条
の 5）によって同年 9 月から設置が可能となり、
学校運営協議会が設置された学校は、地域運営学
校あるいはコミュニティスクールと呼ばれ、2010
年 4 月現在、全国で 629 校を数える。学校運営協
議会の委員は ｢地域の住民、当該指定学校に在籍
する生徒、児童または幼児の保護者その他教育委
員会が必要と認める者について教育委員会が任
命｣（『地方教育行政の組織及び運営に関する法
律』（第 47 条の 5）　第 2 項）し、権限としては
校長が策定した「教育課程の編成その他教育委員
会規則で定める事項について」基本的な方針を承
認する（3 項）ほか、学校運営に関する事項につ
いて教育委員会または校長に意見を述べる権限（4
項）、職員の任用に関する事項について任命権者
に意見を述べる権限（5 項）を有する。任命権者
は職員の任命にあたって、学校運営協議会の意見
を尊重しなければならない（6 項）としている。
文科省 HP によれば、学校運営協議会制度すな
わちコミュニティスクールにおいては学校と保護
者、地域住民が知恵を出し合い学校運営に意見を
反映させ協働して子ども達の成長を支え ｢地域と
ともにある学校づくり｣ を進める仕組みとなって
おり、保護者、地域住民等から構成される学校運
営協議会において学校運営の基本方針を承認した
り教育活動等について意見を述べたりする取り組
みが行われ、その役割は ｢校長の作成する学校運
営の基本方針を承認する｣ ｢学校運営に関する意
見を教育委員会または校長に述べる｣ ｢教職員の
任用に関して教育委員会に意見が述べられる｣ の
3 点であるとしている。
なお、小島（2007b）は行政や校長が学校を運
営してきたガバナンスを伝統的ガバナンスとすれ
ば、学校運営協議会は学校ガバナンスの新たな形
態だと述べる。校長と住民が一緒に学校を運営す
る共同運営を内容とする参加の仕組みであるが、
校長が作成する学校経営計画を承認し、それを校
長が執行するということからは、校長はメンバー
でありながら学校運営協議会が自ら学校運営を行
う仕組みである。学校運営を意思決定機能と執行
機能に分け、前者を学校運営協議会が担い、後者
を校長が担うというように役割・機能を分化させ
ていると述べている。
一方、佐藤（2007）は日本におけるコミュニティ・
スクールについて、イギリス、アメリカ、オース
トラリアの権限が拡大した学校に比べて裁量がそ
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れほど大きくないため、学校運営協議会では保護
者代表や地域住民代表が校長に対してアカウンタ
ビリティを追求するのではなく、結果責任を求め
る程度にとどまり、その意味で学校運営協議会を
曖昧なガバナンス機構と呼ぶことができると指摘
する。
このように、保護者・地域住民の学校参加を制
度的に取り込んだ学校評議員制度から発展して、
さらに彼らの意見がより反映されやすい学校運営
協議会制度が設立されるようになったが、諸外国
に比べると未だ学校あるいは学校長の裁量が大き
いといえる。以下において、学校運営上、保護者・
地域との協働を難しくさせる要因を考察するため
に現状と課題を分析する。
Ⅴ . 学校運営協議会における現状と課題
ここでは学校運営協議会という新しい学校ガバ
ナンス機能の現状と課題について、具体的な調査、
事例研究をもとに考察していく。
大林（2011）は一小学校の事例をもとに学校運
営協議会導入による学校教育の改善過程を考察
し、学校運営協議会の ｢学校ガバナンス｣ 機能に
よって校長の学校経営がコントロールされて学校
教育の改善が起こるのではなく、校長が学校の課
題に応じて学校運営委員会の役割を意味づけ学校
経営に利用することで、地域住民・保護者と教員
間のネットワーク形成を促し、地域住民や保護者
を巻き込んだ教育活動を生み出すことを通して学
校教育の改善を起こしていることが示され、また、
校長が学校運営協議会を運営する際に協議会を用
いて解決すべき学校の課題を明確にしておくこと
の重要性を示した。
岩永（2011）は地方分権改革推進におけるコ
ミュニティ・スクールと学校運営協議会制度の現
状と課題を考察した。｢開かれた学校観｣ につい
て四国四県の小中学校長（824 人）、教員（4548 人）
に調査（2000 ～ 2001 年）したところ、保護者や
地域住民の意見や要望を聞くことには 8 割以上が
賛成しているにもかかわらず、現実に学校運営に
関与することには消極的であることが示されたと
いう。しかし、これまでのように学校運営の主体
は教職員、保護者や地域住民はあくまでも客体と
いう関係のままでは済まされない現実（家庭、地
域の教育力の低下など）がある。一定の限界を認
識しつつ、保護者や地域住民が学校に関与するこ
とに意味があるが、各主体が学校教育、教職員の
職務等を理解し自分なりの考えを確立していくと
いうエンパワーメントの機能が発揮されるかどう
かが最も重要だと論じる。ただ、学校支援という
形での固定化はこのようなエンパワーメントは機
能しづらく学校の優越、保護者・地域住民の従属
という関係が継続してしまうが、学校運営協議会
は学校支援という段階から両者が対等の関係で意
見交換をし、合意形成していくという参加・共同
決定型コミュニティ ･ スクールに進んでいく必要
があると述べる。その際、｢対等平等｣ とはどの
ような状態を指すのか、それにこだわりすぎると
際限なく詳細な事項まで規定することになり、学
校運営評議会の自由な雰囲気をこわしかねないと
いう課題、委員以外の人へのフィードバック、制
度に乗れない ｢弱い家族｣ をどうするか、学校運
営協議会の権限と教職員の専門性との関係、その
バランスをどうするか、といった課題があること
を示した。
長畑（2015）は、コミュニティ・スクールに関
する全国調査において保護者の理解・関心が不十
分であり、特にいじめ、不登校、暴力などの生徒
指導の課題解決への期待が弾く傾向にあったと報
告する。一方、学校から地域への情報提供の活発
化、学校の活性化などに対して高く評価していた。
また、学校運営協議会の運営上の課題として、活
動資金の問題、担当教職員の勤務負担の問題があ
げられている。コミュニティ・スクールの導入が
ただちに学力の向上や指導課題の解決をもたらす
ものではないが、学校と家庭、地域の連携、学校
改善に関する項目で高い評価がなされていること
から今後の改善につながるとしている。
須田（2003）では、学校の社会・文化的文脈を
構成している地域住民の実態や意識に迫り、各地
域において学校がいかに意味づけられているか明
らかにした。その結果、学校に対する意識は、地
域間による違いよりもむしろ、年齢や地域への参
加・貢献、居住年数、今後の見通し、という地域
住民の属性による違いの方が大きく、｢学校への
信頼｣ は、年齢の高い層や地域の行事に積極的に
参加し地域に貢献している人や、居住年数が長く
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今後もその地域に住むと答えた人の方が高い結果
となり、また、このような人々の方が学校と地域
の在り方において ｢大きな変革は望まない｣ とし
ていることが明らかとなった。つまり、地域の行
事に参加し、地域の仕事に貢献している人のほう
が学校への信頼が高い結果となり、個々の地域レ
ベルで地域住民相互の関わりの機会を増やしてい
くことが望ましいと論じている。
さらに岩永・芝山・岩城（2002）は学校経営に
保護者や地域住民の声を取り入れようとする学校
評議員制度、地域運営学校制度が機能するかどう
かは、受け入れる側の教職員の意識が重要な要因
となると述べる。例えば岩永ほか（1992）の調査
によると教職員は自らの負担軽減につながる保護
者の協力（労働提供）は歓迎しても「学校の教育
目標、校内人事、学校の予算、教育内容関係など
学校運営の鍵的領域」への参加を敬遠しがちであ
り、保護者、地域住民も学校経営自体への参加を
強く望まないことが多いと報告されているとい
う。また、小川・勝野（2012）は、日本では現
在、学校と親、地域住民の連携・協力の意義を強
調する政策はどちらかといえば、親や地域住民が
学校を支えるというねらいを持っているが、実際
に学校運営協議会が設置された学校では、親教育
（parental education）の必要性が盛んに言及されて
いる例もみられることから、不利な立場にある親
や地域をエンパワーすることの必要性があると述
べる。
このように、先行研究を概観すると、保護者・
地域住民の学校参加というこれまでの教職員中心
の学校運営からの転換によって、学校・教職員と
保護者・地域との連携の在り方に様々な課題が浮
かび上がる。各アクターの立ち位置をどう捉える
か、各々がどこまでどう学校運営に関わることが
望ましいのか、保護者間の意識の差をどのように
解消し学校参加に消極的な保護者をどう取り込ん
でいくのか、経済格差など不利な立場にある保護
者をどう支援して学校参加に取り込むのか、等さ
まざまな課題がうかがえる。
Ⅵ . 教員の専門性・同僚性と学校ガバナンス
以上のように学校評議員制度、地域運営学校制
度における保護者・地域住民の学校参加には意義
と課題が窺える。ではこれまで学校運営に主体的
に携わってきた教職員の立場からは、今後、学校
ガバナンスを構築する過程においてどのように取
り組む必要があるだろうか。教職員の立場から学
校ガバナンスの重要性を論じる研究として、浜田
（2012）は教育専門機関である学校の改善は教師
のエンパワーメントなしではあり得ないと考え、
学校ガバナンスが失敗を招かないためにはフォー
マルな意思決定場面の民主性だけではなく教育の
事実（教授・学習過程）場面を媒介としたアク
ター同士の相互作用プロセスとそこにおける教師
の専門性にも目を向けるべきだと論じている。ま
た、今津（2012）は、それまでとは異質な人や情
報などに対して柔軟に対応できる開放的な学校環
境のもとでこそ出会いが実現する可能性があり、
出会いを意識化し、多少ともその意識について同
僚と意見交換できるような時間的・精神的余裕と
教員間連携が必要だと論じる。伊藤（2000）は教
員のバーンアウト傾向を調査した結果、｢達成感
の後退｣ には職場での人間関係やサポートなどの
関係性などによって抑制され、｢同僚との人間関
係｣ 等がバーンアウトを防止するのに重要な機能
を果たすと論じている。浦野（2000）は長野県辰
野高校の事例を通し、開かれた学校作りのために
は校長の理解（容認ないし積極的なサポート、リー
ダーシップの発揮）が不可欠であると論じた。ま
た、教職員の人間関係が開かれていること、すな
わち教え、教えられる、励ます、励まされる、助
ける、助けられるといった同僚関係の構築が必要
だと論じる。
以上のように、保護者、地域住民という「それ
までとは異質な人」に対して柔軟に対応するため
には、学校が単にそれらの他アクターとの連携を
意識するだけでなく、学校内部の教員同士の同僚
性、協働性、共通理解というものを構築しなくて
はならないことが示唆される。学校ガバナンスの
もとにおいて教員の専門性は重要な要素であり、
学校内部の連携のもとで教員の専門性を高度に維
持することによって保護者、地域住民からの信頼
を得、連携がスムーズに行われるといえる。
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Ⅶ . 学校ガバナンスは児童生徒にどのような効果
をもたらすのか
こうした行政、学校、保護者、地域住民が連携
することによる学校ガバナンスにおいて、児童生
徒にはどのような教育的効果が与えられるのだろ
うか。志水（2014）は大阪の ｢効果のある学校｣
における ｢しんどい子に学力をつける 7 つの法
則｣ のひとつに ｢地域と連携する学校づくり｣ を
示している。地域に根ざした学校作りのプロセス
の中でさまざまな大人達が子ども達に重層的にか
かわる形を作り出し、子ども達のエンパワメント
を多様な形ですすめていくことが効果を生み出す
と示唆している。さらに浦野（2000）は ｢開か
れた学校づくり｣ の中でも今日の中心的な課題
は ｢子ども・保護者・住民の学校参加の実現｣ だ
と考えられ、その理由として、子どもの変化、学
級崩壊などの学校の現実がその事を求めているこ
とを挙げている。生徒を真ん中に家庭と学校のコ
ミュニケーションと協力関係がうまく働いたとき
にこどもはもっともよく育つと考えられ、そのた
めには学校は生徒と保護者、その延長上の地域に
学校への参加を求めなければならないと論じる。
さらに、子どもの権利条約や国際的な教育改革の
動向に合致しており、｢参加｣ する体験を通して
生徒達は民主主義のセンスを身につけた市民・主
権者として育つことが期待されると述べる。小松
（2013）は、行政組織が主体となって事業の内容
や運営方法などを規定し実施する放課後子どもプ
ランにおいて、複数の立場の行政関係者および保
護者や地域住民の意見を取り入れる体制をとるこ
とで地域住民の参加と民意の反映された運営がめ
ざされるという。例えば、｢地域子育て支援拠点、
親と子のつどいの広場、幼稚園はまっ子広場｣
（横浜市）が民間主体協働型事業として運営され、
NPO 組織の積極的で柔軟な取り組み姿勢と、行
政の安定した経済基盤および社会的信用度という
それぞれの特性が一体となった環境整備がなされ
た。両者の協働の在り方は行政のもつ『公共性と
普遍性』、NPO がもつ『当事者性と即時性』を融
合させることができたと評価されているという。
このように、各アクターが連携して学校運営に
取り組むこと、さらには子ども達も学校運営に参
加する意識を持つことによって、地域アクターの
民意を反映させた柔軟なカリキュラムの実行を可
能にし、経済的な安定、社会的信用のもとに子ど
も達への教育効果を高めることが期待される。
Ⅷ . 保護者・地域を取り込んだ学校ガバナンスの
今後の展望と課題
学校ガバナンスの課題として小川 ･ 勝野（2012）
は、社会階層、人種、ジェンダーなどの不平等の
存在が参加者の対等性と単一の包括的な公共性と
の想定と現実との間で乖離が生じることを挙げ
る。そこで、多元的・多層的な参加の場を設け、
それらを相互につなぐこと、フォーマルな参加だ
けでなくインフォーマルな参加を尊重し、自分の
子どもの教育に係わる ｢私的｣ な関心も参加の場
における協議から公式主義的に排除しないことが
求められると論じている。また、柳沢（2007）は
学校でのガバナンスをソーシャル・ガバナンスの
一つと捉えるならば、学校でのガバナンスにおい
て父母、生徒が自立した個人として存在している
か否かが問われると述べる。合意形成の主体とし
ての関心や力量がどれだけ備わっているかが問わ
れることになり、これは生徒について言えば学校
教育自体の課題であり、父母について言えば学校
経営自体の課題だと論じている。
このように、保護者や児童生徒の私的な部分を
尊重する必要はあるが、保護者や児童生徒の個々
の関心、力量に差があることは否めない。そのよ
うな現状の中で、どのように学校は対応していく
ことが望ましいのだろうか。
玉井（2008）は学校、家庭、地域が連携する現
代の重要な活動の一つは、孤立した家庭を支援し
全体として家庭の教育力を高めることだと論じて
いる。そして、学校が個々の家庭に対する個別ケ
ア、個別相談活動を充実させ、個々の保護者の苦
悩に耳を傾け、保護者の孤立を解消し情報交流を
促すために学校独自の家庭教育学級、交流レクリ
エーション、社会教育講座の家庭教育講座との連
携等により、保護者同士の横の繋がりを図る必要
性を示唆している。また、保護者、地域が関わり
やすい学校行事等の分野から開放し、子ども達の
活動に保護者、地域が関わる事で子ども達の発達
を総合的に高めることができると論じる。
何より、相互連携をスムーズにするためには、
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学校、保護者、地域ともに批判から入るのではな
く建設的な提案とアドバイスから入るという姿勢
が不可欠であると論じる。
「合意形成の主体としての関心や力量」が全て
のアクターに備わっていることが望ましいことは
当然である。しかしながら、そうとは限らない現
実がある。経済的困窮に陥っている保護者、児童
生徒の養育過程において不安を抱える保護者、日
本語の理解が十分でない外国人保護者等に対し
て、個々の事情に合わせて必要に応じて他機関や
SC・SSW の活用等の行政支援へと繋ぐことが真
の学校ガバナンスの構築にとって必要なことであ
る。その際は、個々の教員が一人で問題を抱える
のではなく、管理職等が相談に乗り学校全体で問
題を共有して組織として対応していくことが求め
られる。そうした学校アクターの内部連携体制を
構築した上で、行政、学校、保護者、地域が相互
信頼のもとに情報を共有し各アクターの合意を得
て、真に児童生徒の成長過程に寄与するような教
育活動を連携してデザイン・実行することが望ま
れると考える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1 食育基本法第 6 条に「食育は広く国民が家庭・学校・
保育所・地域その他あらゆる機会あらゆる場所を利用
して食料の生産から消費等に至るまでの食に関する
様々な体験活動を行うとともに自ら食育の推進のため
の活動を実践することにより食に関する理解を深める
ことを旨として行われなければならない」とある。
2 学校教育活動において教職員だけでは対応しきれない
場面で支援するボランティア組織。その形態は様々で
あり、例えば栃木市では栃木市教育委員会が運営する
「アシストネット」を通して各学校の支援要請をふまえ
て地域人材を派遣する取り組みを行っている。また、
小山市 H 小学校では学校内の支援ボランティア組織に
登録した保護者が教科授業の補助、図書室運営等を教
職員と共に行うシステムを導入している。いずれにし
ても教育委員会や学校が主体的に運営に関わることか
ら公的アクターとしてここでは位置づける
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Abstract
This paper analyzes the significance and problems of school governance in Japan from the viewpoint of 
participation of parents and community in school management. To date, the administration has been positioned 
as the subjective actor in the Japanese educational administration, and the school as the subjective actor in school 
management. However, it has become necessary for the administration and the school to collaborate with parents and 
community in order to address school management because various problems in today’s education are outside the 
reach of the traditional administration and school to manage as they did in the past.
The “school governance” that positions parents and community as the actors to manage a school in collaboration 
with the administration and the school are supposed to contribute greatly to improving mutual understanding 
between actors, developing educational activities for students, and encouraging the growth process of students. 
However, letting parents and community, who have previously been regarded as irrelevant to school management, 
participate in school management requires reform in the way of thinking on the part of faculty members, who are 
the point of interaction with parents and community. In fact, some parents cannot participate in school management 
because of economic poverty, and differences in awareness are observed among parents in their participation in 
school management.
Constructing school governance first requires faculty members to increase collegiality and enhance coordination 
between them inside the school and asks the school as a whole to extend support to each of those parents in an 
unfavorable situation. After these measures are carried out, the administration, school, parents, and  community 
need to share information on the basis of mutual trust, and design and implement together educational activities that 
contribute to the growth process of students.
（2015 年 10 月 30 日受理）
Significance and Problems of School Governance in Japan
 Participation of Parents and Community in School Management
HOSHINO Chieko
